
経済産業省 1,346億円 （31%）
・省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

673億円
・クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金

123億円
・地熱資源量の把握のための調査事業費補助金

90億円 等

Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの 4,325億円

別紙１

農林水産省 1,322億円 （31%）
・森林環境保全整備事業 795億円
・水源林造成事業 248億円 等

その他省庁 8億円

A～Dの4分類ごとの府省別内訳等

環境省 1,283億円 （30%）
・廃棄物処理施設への先進的設備導入推進事業

217億円
・再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事

業（経済産業省連携事業） 80億円 等

国土交通省 186億円 （4%）
・環境・ストック活用推進事業

104億円 等

復興庁 179億円 （4%）
・山地治山総合対策（うち防災林造成）

106億円 等

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。



（注） 29年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるも
の」に該当すると考えられるものを集計したところ、計4,325億円であった。

【参考：「Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの」
の対策分野別内訳】

業務その他部門の取組 659億円 （15%）

横断的施策等 534億円 （12%）

運輸部門の取組 170億円 （4%）

産業部門（製造事業者等）の取組 736億円 （17%）

温室効果ガス吸収源対策・施策 1,584億円 （37%）

海外における温室効果ガスの排出削減

等の推進と国際的連携の確保、国際協

力の推進 50億円 （1%）

エネルギー転換部門の取組 296億円 （7%）

家庭部門の取組 123億円 （3%）

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 172億円 （4%）



経済産業省 365億円 （65%）
・苫小牧におけるCCS大規模実証試験事業 78億円 等

文部科学省 102億円 （18%）
・戦略的創造研究推進事業（先端的低炭素化

技術開発） 51億円 等

環境省 99億円 （17%）
・CCSによるカーボンマイナス社会推進事業

（一部経済産業省連携事業） 60億円 等

Ｂ．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの 566億円



（注） 29年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるも
の」に該当すると考えられるものを集計したところ、計566億円であった。

家庭部門の取組 9億円（2%）

【参考：「B．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの」
の対策分野別内訳】

横断的施策等 495億円 （87%）

海外における温室効果ガスの排出削減等の

推進と国際的連携の確保、国際協力の推進

62億円 （11%）

エネルギー転換部門の取組 1億円



2,903億円

その他 13億円

農林水産省 593億円 （20%）
・治山事業（治山等激甚災害対策特別緊急、山地治山総

合対策（うち防災林造成以外のもの）、後進地域特例法

適用団体補助率差額 等） 429億円
・山林施設災害復旧事業費 63億円 等

環境省 526億円 （18%）
・循環型社会形成推進交付金 471億円
・温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）による排出量
監視に向けた技術高度化事業 45億円 等

国土交通省 275億円 （9%）
・都市鉄道利便増進事業費補助

116億円 等

復興庁 153億円 （5%）
・山林施設災害復旧事業費 114億円 等

文部科学省 190億円 （7%）
・ITER（国際熱核融合実験炉）計画

等の実施 190億円

経済産業省 1,154億円 （40%）
・固定価格買取制度における賦課金特例制度の施行のた

めの事業費補助金 292億円
・エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際

実証事業 140億円
・燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援

事業費補助金 94億円 等

Ｃ．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。



（注） 29年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの」
に該当すると考えられるものを集計したところ、計2,903億円であった。

【参考：「C．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの」の対策分野別内訳】

温室効果ガス吸収源対策・施策 790億円 （27%）

エネルギー転換部門の取組 878億円 （30%）

業務その他部門の取組 473億円 （16%）

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 69億円 （2%）

横断的施策等 245億円 （8%）

運輸部門の取組 194億円 （7%）

家庭部門の取組 94億円 （3%）
海外における温室効果ガスの排出削減等の

推進と国際的連携の確保、国際協力の推進

161億円 （6%）



文部科学省 152億円 （40%）
・全球地球観測システム構築の推進に必要な経費

98億円 等

経済産業省 47億円 （12%）
・省エネルギー政策立案のための調査

委託費 6億円 等

国土交通省 20億円 （5%）
・世界気象機関等分担金 7億円 等

農林水産省 20億円 （5%）
・農林水産分野における気候変動対応

のための研究開発 7億円 等

環境省 118億円 （31%）
・エネルギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業

34億円 等

内閣府 19億円 （5%）

その他 6億円

382億円Ｄ．基盤的施策など



（注） 29年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「基盤的施策など」に該当すると考えられるものを集計
したところ、計382億円であった。

【参考：「D．基盤的施策など」の対策分野別内訳】

温室効果ガス吸収源対策・施策 3億円 （1%）

横断的施策等 194億円 （51%）

産業部門（製造事業者等）の取組 4億円 （1%）

エネルギー転換部門の取組 31億円 （8%）

海外における温室効果ガスの排出削減等の

推進と国際的連携の確保、国際協力の推進

146億円 （38%）

家庭部門の取組 3億円 （1%）


